別記様式第３号（第５条関係）
　年　　月　　日
（あて先）高　山　市　長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（確認者（商工団体））
住　　　所
名　　　称
代表者氏名
担当者氏名
デジタル技術活用促進支援事業補助金に関する確認書
　以下の申請者の取組み事業について、働き方改革を実践、生産性を向上する取組みであり、事業者の目標達成に資する取組みであることについて確認いたしました。
１　申請事業者
事業者名　：
事業計画名：
２　補助事業計画の実施に対する確認項目
	項　　　　目
	チェック

	自社の課題を正確に把握できているか。
	□

	働き方改革・生産性向上につながる目標設定となっているか。
	□

	導入したシステムをより活用するため、専門家の活用（無料の専門家派遣等）を検討しているか。
	□

	事業実施に関わる予算が計画に対して適正であるか。
	□

	他の事業者の参考となる事業であるか。
	□

	当該事業者が設定した成果目標の達成に繋がる取組みであるか（所見）。


※必要に応じて、記載欄の大きさの変更や複数ページにわたる記載としてもよい。
